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 地域防災計画で原発問題を扱おうとしても知識が十分にない（規制機関は，

“寝た子である国民を起こさない”ことを旨とし，最高裁が求めた「最新知見

の反映」も一貫して軽視してきた。）政府の態勢見直しは困難を極めている。そ

れに福島事故が示したように，国の監視は脆弱性をもち特に組織の劣化に抵抗

力がない（この劣化は，国の統治構造－官僚制度や産官“連携”など－に内在

するもので，行政組織の形態で解決する問題でない）。そこで国に依存しない方

法を開発する必要がある。その一つがステークホルダー(コミュニティや原発事

業の投資家など)の動員である。そのために必須となる情報の開示・提供の実現

策について検討する。 
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